
平成２６年１０月現在

機関名（仮訳） 本部事務所等所在地
政府機関（省庁） （機関小計　１６）
ニジェール共和国持続可能な開発のための国家環境委員会執行事務局（SE/CNEDD） ニジェール
ガーナ共和国国家生物多様性委員会 ガーナ
イタリア共和国農業食糧・林業政策省 イタリア
カンボジア王国環境省 カンボジア
ガボン共和国環境省 ガボン
日本国環境省 日本
ペルー共和国環境省 ペルー
大韓民国環境省 韓国
トーゴ共和国環境森林資源省 トーゴ
カメルーン共和国環境・自然保護省 カメルーン
チャド共和国環境・水産資源省 チャド
ガンビア共和国森林・環境省 ガンビア
ネパール連邦民主共和国森林土壌保全省 ネパール
タイ王国天然資源環境省 タイ
マラウイ共和国天然資源・エネルギー・環境省 マラウイ
東ティモール民主共和国経済開発省国家環境事務局 東ティモール
その他政府関係機関 （機関小計　５）
ペルー共和国自然保護区管理局ワスカラン国立公園 ペルー
キューバ共和国熱帯農業基礎研究機関 (INFAT) キューバ
ケニア湿地生物多様性研究チーム（KENWEB） ケニア
マラウイ国立植物標本園及び植物園 マラウイ
サバ州天然資源事務所 マレーシア
地方自治体 （機関小計　１３）
愛知県 日本
越前市 日本
名古屋市 日本
遼寧省遼河保護区開発推進センター 中国
福井県 日本
ハワイ州農務省 アメリカ
兵庫県 日本
石川県 日本
遼寧省遼河管理局 中国
延岡市 日本
佐渡市 日本
豊岡市 日本
若狭町 日本
NGO （機関小計　５７）
カマナ農工業開発協会 ペルー
応用環境研究基金（AERF） インド
ア・ロシャ・ガーナ ガーナ
バイオバーシティ・インターナショナル イタリア
バードライフ・インターナショナル 英国
CEPAジャパン 日本
持続可能な農業と環境のための東アフリカ市民ネットワーク（CISONET） ウガンダ
コンサベーション・アライアンス・インターナショナル ガーナ
コンサベーション・インターナショナル（CI） アメリカ
アースウォッチ・ジャパン 日本
エコアグリカルチャー・パートナーズ アメリカ
自然環境保全地域環境教育センター ロシア
台湾環境倫理基金(EEFT) 台湾
環境保全情報センター ウガンダ
環境と開発協会（JASIL） モンゴル
フォーレスト・ピープルズ・プログラム（FPP） 英国
研究と社会開発財団(FIDES) エクアドル
フレンズ･オブ･アース・ジャパン 日本
ドイツランドケア協会（DVL） ドイツ
グリーンセネガル セネガル
環境、政策、生活のための水（HELP）ダバオネットワーク フィリピン
社会振興機関 インド
特定非営利活動法人環境修復保全機構（ERECON） 日本
グリーンアクション研究所 ブラジル
国際バイオカルチュラル・ランドスケープ保護機関（AGER） イタリア
狩猟動物及び野生生物保全国際評議会（CIC） ハンガリー
財団法人国際湖沼環境委員会（ILEC） 日本
イオクラマ熱帯雨林保全・開発国際センター ガイアナ
公益社団法人 日本環境教育フォーラム 日本
認定特定非営利活動法人日本ハビタット協会 日本
ランドケア・インターナショナル ケニア
ライブ・アンド・ラーン環境教育（LLEE） カンボジア
ライフ・ビヨンド・ツーリズム イタリア
スワミナサン研究財団 (MSSRF) インド
ミクロネシア保全基金 ミクロネシア連邦
パナマ国立自然保全協会(ANCON) パナマ
ネイチャー・アンド・ライブリフッド ウガンダ
特定非営利活動法人共存の森ネットワーク 日本
天然資源保全会（ONG CeSaReN） ベナン
能美の里山ファン倶楽部 日本
雲を耕す会 日本
NPO法人田んぼ　 日本
一般社団法人海外環境協力センター 日本
ペルー竹協会(PERUBAMBU) ペルー
アグロバイオダイバーシティ･リサーチ・プラットフォーム イタリア
ポガミー・ハーヴァス協会 ルーマニア
社会政策エコロジー研究所（SPERI） ベトナム
中華民国自然生態保育協会 (SWAN) 台湾
ザ・ネイチャー・コンサーバンシー オーストラリア
熱帯科学センター コスタリカ
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台湾生態工学開発基金 台湾
うらと海の子再生プロジェクト 日本
ビバモス・メホール生活改善機構 グアテマラ
ワイルドライフ･ウォッチ・グループ ネパール
ワールドアグロフォーレストリーセンター（ICRAF） ケニア
世界自然保護基金(WWF) アメリカ
世界自然保護基金(WWF)西アフリカプログラム事務所 セネガル
先住民、コミュニティ団体 （機関小計　９）
自然及び持続可能な開発協会（ANDES） ペルー
ガーナの市民活動団体 ガーナ
文化アイデンティティと資源利用管理 （CIRUM） ベトナム
先住民の知識と先住民のための基金 (IKAP) タイ
先住民生物文化・気候変動協会（IPCCA） ペルー
先住民政策提言・教育国際センター（TEBTEBBA） フィリピン
タイ山岳民族教育文化協会 (IMPECT) タイ
カヌリ開発協会（KDA） ナイジェリア
ネパール先住民族保護協会 ネパール
学術研究機関 （機関小計　３１）
トリブーバン大学アムリットキャンパス ネパール
パンジャブ大学総合山岳研究センター パキスタン
中国人民大学資源および森林管理政策研究センター（CFNRPS） 中国
新潟大学朱鷺・自然再生学研究センター 日本
中央民族大学生命科学学院 中国
ベルリン・ブランデンブルグ文理学会生態系サービス研究グループ（BBAW） ドイツ
開発大学（ＵＤＳ） 再生可能自然資源学部 ガーナ
サラエボ大学理学部 ボスニアヘルツェゴビナ
東京大学大学院農学生命科学研究科 日本
ヘルムホルツ環境研究センター（UFZ） ドイツ
財団法人地球環境戦略研究機関（IGES) 日本
統合有機農法研究センター（IORC） インドネシア
木浦大学校海洋・島嶼研究所 韓国
東京大学サステイナビリティ学連携研究機構（IR3S） 日本
島嶼知識研究所（IKI） ソロモン諸島
金沢大学 日本
カトマンズ森林大学（KAFCOL） ネパール
ライキピア野生動物フォーラム ケニア
ロイファナ大学リューネブルク ドイツ
国立東華大学 台湾
雲南大学中国西南国境地方少数民族研究センター（SEGCSWB） 中国
東北大学大学院生命科学研究科 日本
ナイロビ大学 ケニア
フィリピン大学オープンユニバーシティ (UPOU) フィリピン
キプロス大学 キプロス共和国
ウィーン天然資源大学（BOKU） オーストリア
ビーゴ大学 スペイン
イノベーターズ（ウン ノヨン・オンネション） バングラデシュ
横浜国立大学 日本
ベトナム国家大学ハノイ校（VNU） ベトナム
浙江農林大学 中国
企業 （機関小計　１８）
株式会社アレフ 日本
旭化成株式会社 日本
ブラザー販売株式会社 日本
キヤノン株式会社 日本
中越パルプ工業株式会社 日本
デル株式会社 日本
株式会社フロンティアワークス 日本
株式会社フルッタフルッタ 日本
グリーンTVジャパン 日本
日本ヒューレット・パッカード株式会社 日本
IORAエコロジカル・ソルーションズ インド
株式会社花匠前野 日本
レックスマークインターナショナル株式会社 日本
セイコーエプソン株式会社 日本
住友林業株式会社 日本
大成建設株式会社 日本
山田兄弟製紙　株式会社 日本
アグリビジネスグループ（ニュージーランド持続可能性ダッシュボード) ニュージーランド
その他 （機関小計　１）
クリティカル・エコシステム・パートナーシップ基金(CEPF) アメリカ
国連その他国際機関 （機関小計　１４）

国際総合山岳開発センター（ICIMOD）

国連教育科学文化機関（UNESCO）

（機関数合計　１６４）

独立行政法人国際協力機構（JICA）

国連大学（UNU）

生物多様性条約事務局（SCBD）
太平洋地域環境計画事務局（SPREP）
国連地域開発センター（UNCRD）
国連開発計画（UNDP）

国連環境計画（UNEP）
国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（UNEP-WCMC）

地球環境ファシリティー事務局（GEF SEC）

国際竹藤組織（INBAR）
国際熱帯木材機関（ITTO）
国際自然保護連合（IUCN）


